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償還 運用報告書（全体版） 
第23期＜償還日 2023年３月９日＞ 

 

 

 当ファンドの仕組みは次の通りです。 
商 品 分 類 追加型投信／国内／株式 
信 託 期 間 2000年３月10日から2023年３月９日までです。 

運 用 方 針 わが国の株式に投資を行い、信託財産の中長期的な成長を目指します。 

主要投資対象 

Ｍ Ｈ Ａ Ｍ 
日 本 株 式 

日本株式マザーファンド受益証券を
主要投資対象とします。 

日 本 株 式 
マザーファンド 

わが国の株式を主要投資対象としま
す。 

運 用 方 法 

日本株式マザーファンドを通じてベンチマークである
東証株価指数（ＴＯＰＩＸ）を上回る運用成果を目指
します。株式の組入比率は高位を保つことを基本とし
ます。銘柄選定にあたっては、企業調査による中長期
的な利益成長性の分析、株価水準の評価などに基づき
投資魅力が高いと判断される銘柄を厳選し投資します｡ 

組 入 制 限 

Ｍ Ｈ Ａ Ｍ 
日 本 株 式 

株式への実質投資割合には制限を設
けません。 
同一銘柄の株式への実質投資割合
は、信託財産の純資産総額の10％以
下とします。 
外貨建資産への投資は行いません｡ 

日 本 株 式 
マザーファンド 

株式への投資割合には制限を設けま
せん。 
同一銘柄の株式への投資は、信託財産
の純資産総額の10％以下とします。 
外貨建資産への投資は行いません｡ 

分 配 方 針 

毎決算時に、経費控除後の繰越分を含めた利子・配当
収益および売買益（評価益を含みます。）等を対象とし
て、分配金額は、委託会社が基準価額の水準、水準へ
の影響、残存信託期間等を勘案して決定します。 
ただし、分配対象額が少額の場合には分配を行わない
ことがあります。 

 
<運用報告書に関するお問い合わせ先> 
コールセンター：0120-104-694 
受付時間：営業日の午前９時から午後５時まで 
お客さまのお取引内容につきましては、購入された 
販売会社にお問い合わせください。 

 

受益者の皆さまへ 
 

毎々格別のお引立てに預かり厚くお礼
申し上げます。 
 
さて、「ＭＨＡＭ日本株式」は、この

度、信託期間を満了し、償還の運びと
なりました。 
ここに、運用経過と償還内容をご報

告申し上げます。 
 
今後とも一層のご愛顧を賜りますよう

お願い申し上げます。 
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ＭＨＡＭ日本株式 
 
■最近５期の運用実績 
 
決 算 期 

基 準 価 額 東証株価指数（ＴＯＰＩＸ） 株 式 
組 入 比 率 

株 式 
先 物 比 率 

純 資 産 
総 額 (分配落) 税込み 

分配金 
期 中 
騰落率 (ベンチマーク) 

期 中 
騰落率 

 円 円 ％ ポイント ％ ％ ％ 百万円 
19期（2019年３月11日） 7,660 20 △11.0 1,581.44 △7.8 97.3 － 1,850 
20期（2020年３月９日） 6,872 140 △8.5 1,388.97 △12.2 96.2 － 1,503 
21期（2021年３月９日） 9,800 160 44.9 1,917.68 38.1 96.0 － 1,537 
22期（2022年３月９日） 8,865 100 △8.5 1,758.89 △8.3 95.4 － 1,200 

（償 還 日） （償還価額）        
2023年３月９日 10,386.64 0 17.2 2,071.09 17.7 － － 1,243 

（注１）基準価額の騰落率は分配金込みです。 
（注２）当ファンドはマザーファンドを組入れますので、「株式組入比率」、「株式先物比率」は実質比率を記載しております。 
（注３）株式先物比率は、買建比率－売建比率です。 
（注４） 東証株価指数（ＴＯＰＩＸ）の指数値および同指数にかかる標章または商標は、株式会社ＪＰＸ総研または株式会社ＪＰＸ総研の関連会社（以

下「ＪＰＸ」という。）の知的財産であり、指数の算出、指数値の公表、利用など同指数に関するすべての権利・ノウハウおよび同指数に
かかる標章または商標に関するすべての権利はＪＰＸが有しています。ＪＰＸは、同指数の指数値の算出または公表の誤謬、遅延または中
断に対し、責任を負いません。本商品は、ＪＰＸにより提供、保証または販売されるものではなく、本商品の設定、販売および販売促進活
動に起因するいかなる損害に対してもＪＰＸは責任を負いません（以下同じ）。 

（注５）△（白三角）はマイナスを意味しています（以下同じ）。 
 
■当期中の基準価額と市況の推移 
 

年 月 日 
基 準 価 額 東証株価指数（ＴＯＰＩＸ） 株 式 

組 入 比 率 
株 式 
先 物 比 率  騰 落 率 (ベンチマーク) 騰 落 率 

（期 首） 円 ％ ポイント ％ ％ ％ 
2022年３月９日 8,865 － 1,758.89 － 95.4 － 

３月末 9,994 12.7 1,946.40 10.7 94.6 － 
４月末 9,567 7.9 1,899.62 8.0 94.0 － 
５月末 9,506 7.2 1,912.67 8.7 95.6 － 
６月末 9,229 4.1 1,870.82 6.4 94.9 － 
７月末 9,685 9.2 1,940.31 10.3 94.5 － 
８月末 9,811 10.7 1,963.16 11.6 94.2 － 
９月末 9,283 4.7 1,835.94 4.4 94.3 － 
10月末 9,794 10.5 1,929.43 9.7 94.4 － 
11月末 10,082 13.7 1,985.57 12.9 94.6 － 
12月末 9,531 7.5 1,891.71 7.6 94.7 － 

2023年１月末 10,043 13.3 1,975.27 12.3 96.5 － 
２月末 10,146 14.5 1,993.28 13.3 94.9 － 

（償還日） （償還価額）      
2023年３月９日 10,386.64 17.2 2,071.09 17.7 － － 

（注１）騰落率は期首比です。 
（注２）当ファンドはマザーファンドを組入れますので、「株式組入比率」、「株式先物比率」は実質比率を記載しております。 
（注３）株式先物比率は、買建比率－売建比率です。 
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■設定以来の運用経過（2000年３月10日から2023年３月９日まで） 
 
基準価額等の推移 
 

   

 
（注１） 分配金再投資基準価額は、税引前の分配金を再投資したものとみなして計算したもので、ファンド運用の実質的なパフォーマンスを示すも

のです。 
（注２） 分配金を再投資するかどうかについてはお客さまがご利用のコースにより異なります。また、ファンドの購入価額により課税条件も異なり

ます。従って、お客さまの損益の状況を示すものではありません。 
（注３） ｢第23期の基準価額等の推移」の分配金再投資基準価額およびベンチマークは、期首の基準価額に合わせて指数化しています。 
（注４）｢設定以来の基準価額等の推移」の基準価額は、設定日前日を10,000として計算しています。分配金再投資基準価額およびベンチマークは、

設定日前日を10,000として指数化しています。 

 
基準価額の主な変動要因 
当期は、「日本株式マザーファンド」（以下、マザーファンド）受益証券への投資を通じて、国内株式
に投資を行った結果、円安を背景とした国内企業業績の回復期待などにより、国内株式市場が上昇した
ことから、基準価額は上昇しました。 
設定来では、マザーファンド受益証券への投資を通じて、国内株式に投資を行った結果、安倍政権に
よる積極的な財政政策や金融政策が企業業績を押し上げたことなどによって、国内株式市場が上昇した
ことから、基準価額は上昇しました。 
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設定来の投資環境 
 

設定来の株式市場は東証株価指数（ＴＯＰＩ
Ｘ）でみると、26.0％上昇しました。設定当初
は、ＩＴバブル崩壊を受けた大幅な下落が続き
ましたが、その後、企業業績の回復に支えられ
る形で上昇基調となりました。2007年後半に
米国のサブプライムローン問題に端を発した金
融市場の信用収縮が始まり、その後、世界的な
経済の混乱に波及した、いわゆるリーマンショ
ックが起こり、株式市場は大幅に下落しました。 
2013年以降は、安倍政権によるアベノミク
スが奏功し、企業業績が改善、拡大したことや
日銀の金融緩和策などから大きく上昇しまし
た。2020年には、新型コロナウイルス感染症
の感染拡大により一時的に大きく下落しました
が、世界的な金融緩和と財政拡張の政策対応な
どから再び上昇しました。 

 
設定来のポートフォリオについて 
●当ファンド 
当ファンドは、マザーファンド受益証券を高位に組入れて運用を行いました。 
 
●日本株式マザーファンド 
中長期的に株主価値が高まっていく方向にあると期待される企業群の中からバリュエーション面でも
魅力が高いと判断される企業を選別して投資しました。 
 

 

 
（注）ベンチマーク（東証株価指数（ＴＯＰＩＸ））は、設定日の前営

業日（2000年３月９日終値）を10,000として指数化しています。 
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ベンチマークとの差異について 
当期は、マザーファンド受益証券への投資を通じて、国内株式に投資を行った結果、ベンチマークを
0.5％下回りました。「バリューコマース」、「野村総合研究所」などがマイナスに影響しましたが、「三井
住友フィナンシャルグループ」、「Ｂｒａｎｄｉｎｇ Ｅｎｇｉｎｅｅｒ」などがプラスに寄与しました。 
設定来では、マザーファンド受益証券への投資を通じて、国内株式に投資を行った結果、ベンチマー
クを4.1％下回りました。 
 
 

 
（注）基準価額の騰落率は分配金（税引前）込みです。 

 
このたび償還を迎えるにあたりまして、当ファンドへのご愛顧に心より感謝申し上げますとともに、
今後とも一層のお引立てを賜りますようお願い申し上げます。 
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■１万口当たりの費用明細 
 

項目 

第23期 

項目の概要 （2022年３月10日 
～2023年３月９日） 
金額 比率 

（a） 信託報酬 158円 1.628％ （a）信託報酬＝期中の平均基準価額×信託報酬率 
期中の平均基準価額は9,705円です。 

（投信会社） （ 82） （0.847） 投信会社分は、信託財産の運用、運用報告書等各種書類の作成、基準価
額の算出等の対価 

（販売会社） （ 67） （0.693） 販売会社分は、購入後の情報提供、交付運用報告書等各種書類の送付、
口座内でのファンドの管理等の対価 

（受託会社） （ 9） （0.088） 受託会社分は、運用財産の保管・管理、投信会社からの運用指図の実行
等の対価 

（b）売買委託手数料 2 0.024 （b）売買委託手数料＝期中の売買委託手数料÷期中の平均受益権口数 
売買委託手数料は、組入有価証券等の売買の際に発生する手数料 

（株式） （ 2） （0.024）  
合計 160 1.652  

（注１） 期中の費用（消費税等のかかるものは消費税等を含む）は追加・解約によって受益権口数に変動があるため、簡便法により算出した結果で
す。なお、売買委託手数料は、このファンドが組入れているマザーファンドが支払った金額のうち、このファンドに対応するものを含みま
す。 

（注２） 金額欄は項目ごとに円未満は四捨五入してあります。 
（注３） 比率欄は「１万口当たりのそれぞれの費用金額」を期中の平均基準価額で除して100を乗じたものです。 
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■親投資信託受益証券の設定、解約状況（2022年３月10日から2023年３月９日まで） 
 

 設 定 解 約 
 口 数 金 額 口 数 金 額 
 千口 千円 千口 千円 

日 本 株 式 マ ザ ー フ ァ ン ド 3,688 9,200 501,805 1,415,057 
 
■株式売買金額の平均組入株式時価総額に対する割合 
 

項 目 日本株式マザーファンド 
（a） 期 中 の 株 式 売 買 金 額 2,920,372千円 
（b）期 中 の 平 均 組 入 株 式 時 価 総 額 3,470,879千円 
（c） 売 買 高 比 率（a）／（b） 0.84 
（注）(b)は各月末の組入株式時価総額の平均です。 
 
■利害関係人との取引状況等（2022年３月10日から2023年３月９日まで） 
 
【ＭＨＡＭ日本株式における利害関係人との取引状況等】 
（1）期中の利害関係人との取引状況 

決 算 期 当          期 

区   分 買付額等 
Ａ 

うち利害関係人 
との取引状況Ｂ 

Ｂ 
Ａ 

 

売付額等 
Ｃ 

うち利害関係人 
との取引状況Ｄ 

Ｄ 
Ｃ 

 

 百万円 百万円 ％ 百万円 百万円 ％ 
金 銭 信 託 0.001964 0.001964 100.0 0.001964 0.001964 100.0 
 
（2）売買委託手数料総額に対する利害関係人への支払比率 

項 目 当 期 
売 買 委 託 手 数 料 総 額（Ａ） 304千円 
う ち 利 害 関 係 人 へ の 支 払 額（Ｂ） 34千円 

（Ｂ）／（Ａ） 11.2％ 
（注）売買委託手数料総額は、このファンドが組入れているマザーファンドが支払った金額のうち、このファンドに対応するものを含みます。 
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【日本株式マザーファンドにおける利害関係人との取引状況等】 
（1）期中の利害関係人との取引状況 

決 算 期 当          期 

区   分 買付額等 
Ａ 

うち利害関係人 
との取引状況Ｂ 

Ｂ 
Ａ 

 

売付額等 
Ｃ 

うち利害関係人 
との取引状況Ｄ 

Ｄ 
Ｃ 

 

 百万円 百万円 ％ 百万円 百万円 ％ 
株 式 740 86 11.7 2,180 327 15.0 
金 銭 信 託 0.012241 0.012241 100.0 0.012241 0.012241 100.0 
 
平均保有割合 35.1％ 

 
（注）平均保有割合とは、マザーファンドの残存口数の合計に対する当該ベビーファンドのマザーファンド所有口数の割合。 
 
（2）利害関係人である金融商品取引業者が主幹事となって発行される有価証券 

種 類 当 期 
買 付 額 

 百万円 
株 式 0.408 

 
利害関係人とは、投資信託及び投資法人に関する法律第11条第１項に規定される利害関係人であり、当期における当ファンドにかかる利害関係人
とは、みずほ証券、みずほ信託銀行です。 

 
■組入資産の明細 
 
償還時における有価証券の組入れはありません。前期末の組入れは以下の通りでした。 
 
親投資信託残高 

 期   首（前 期 末） 
口 数 

 千口 
日 本 株 式 マ ザ ー フ ァ ン ド 498,116 
 
■投資信託財産の構成 2023年３月９日現在 
 

項         目 償    還    時 
評 価 額 比   率 

 千円 ％ 
コ ー ル ・ ロ ー ン 等 、 そ の 他 1,264,120 100.0 
投 資 信 託 財 産 総 額 1,264,120 100.0 
（注）評価額の単位未満は切捨ててあります。％は、小数点第２位を四捨五入しています。 
 



 
010_3165653712305.doc 

― 9 ― 

■資産、負債、元本および基準価額の状況 
(2023年３月９日)現在 

項 目 償 還 時 
（A） 資 産 1,264,120,101円 

コ ー ル ・ ロ ー ン 等 1,264,120,101 
（B） 負 債 20,983,623 

未 払 信 託 報 酬 20,982,876 
未 払 利 息 747 

（C） 純 資 産 総 額（Ａ－Ｂ） 1,243,136,478 

元 本 1,196,861,352 
償 還 差 損 益 金 46,275,126 

（D） 受 益 権 総 口 数 1,196,861,352口 
１万口当たり償還価額（Ｃ／Ｄ） 10,386円64銭 

（注）期首における元本額は1,353,864,371円、当期中における追加
設定元本額は13,192,860円、同解約元本額は170,195,879円
です。 

■損益の状況 
当期 自2022年３月10日 至2023年３月９日 

項 目 当   期 
（A） 配 当 等 収 益 △9,240円 

受 取 利 息 1,033 
支 払 利 息 △10,273 

（B） 有 価 証 券 売 買 損 益 202,865,445 
売 買 益 217,749,352 
売 買 損 △14,883,907 

（C） 信 託 報 酬 等 △20,982,876 
（D） 当 期 損 益 金（Ａ＋Ｂ＋Ｃ） 181,873,329 
（E） 前 期 繰 越 損 益 金 36,685,989 
（F） 追 加 信 託 差 損 益 金 △172,284,192 

(配 当 等 相 当 額 ) (9,550,517) 
(売 買 損 益 相 当 額 ) (△181,834,709) 

（G） 合 計（Ｄ＋Ｅ＋Ｆ） 46,275,126 
償 還 差 損 益 金（Ｇ） 46,275,126 

（注１）(C)信託報酬等には信託報酬に対する消費税等相当額を含めて表
示しています。 

（注２）(F)追加信託差損益金とあるのは、信託の追加設定の際、追加設
定をした価額から元本を差し引いた差額分をいいます。 
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■投資信託財産運用総括表  
信 託 期 間 投資信託契約締結日 2000年３月10日 投資信託契約終了時の状況 

投資信託契約終了日 2023年３月９日 資 産 総 額 1,264,120,101円 

区 分 投 資 信 託 
契 約 締 結 当 初 

投 資 信 託 
契 約 終 了 時 

差 引 増 減 又 は 
追 加 信 託 

負 債 総 額 20,983,623円 
純 資 産 総 額 1,243,136,478円 

受 益 権 口 数 7,269,227,434口 1,196,861,352口 △6,072,366,082口 受 益 権 口 数 1,196,861,352口 
元 本 額 7,269,227,434円 1,196,861,352円 △6,072,366,082円 １万口当たり償還金 10,386円64銭 
毎計算期末の状況    

計 算 期 元 本 額 純 資 産 総 額 基 準 価 額 １万口当たり分配金 
金 額 分 配 率 

第１期 26,141,922,854円 18,961,989,098円 7,253円 0円 0.00％ 
第２期 28,015,975,174 17,596,157,172 6,281 0 0.00 
第３期 26,401,100,471 10,912,523,155 4,133 0 0.00 
第４期 24,967,912,011 14,769,860,187 5,916 40 0.40 
第５期 22,748,995,909 13,845,038,436 6,086 30 0.30 
第６期 18,036,325,798 16,174,293,665 8,968 0 0.00 
第７期 14,525,705,885 13,428,772,791 9,245 65 0.65 
第８期 11,449,686,616 7,187,366,652 6,277 0 0.00 
第９期 10,416,542,683 3,462,223,339 3,324 15 0.15 
第10期 9,530,279,932 4,203,678,486 4,411 50 0.50 
第11期 8,439,560,669 3,847,795,200 4,559 60 0.60 
第12期 7,385,560,838 2,984,205,918 4,041 40 0.40 
第13期 6,535,355,555 3,274,442,459 5,010 50 0.50 
第14期 5,567,577,727 3,420,546,424 6,144 50 0.50 
第15期 4,609,777,217 3,441,812,394 7,466 50 0.50 
第16期 3,816,281,543 2,436,956,106 6,386 0 0.00 
第17期 3,484,186,650 2,622,209,499 7,526 100 1.00 
第18期 2,676,127,429 2,308,473,198 8,626 130 1.30 
第19期 2,416,406,574 1,850,873,403 7,660 20 0.20 
第20期 2,187,634,202 1,503,392,642 6,872 140 1.40 
第21期 1,568,952,093 1,537,558,391 9,800 160 1.60 
第22期 1,353,864,371 1,200,258,631 8,865 100 1.00 

 
償還金のお知らせ 

 
１万口当たり償還金（税引前） 10,386円64銭 

 
 
償還乗換えの優遇措置の適用について 
当ファンドの償還金をもって他の証券投資信託をお求めになる場合には、購入時手数料のうち所定の額を返戻ま
たは割引く措置の適用を受けられる場合があります。優遇措置の適用は販売会社によって異なりますので、詳し
くは販売会社までお問い合わせ下さい。 
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日本株式マザーファンド 
運用報告書 

第22期（決算日 2023年３月９日） 
（計算期間 2022年３月10日～2023年３月９日） 

 
日本株式マザーファンドの第22期の運用状況をご報告申し上げます。 

 

当ファンドの仕組みは次の通りです。  
信 託 期 間 2001年11月５日から無期限です。 

運 用 方 針 
わが国の株式に投資を行い、信託財産の中長期的な成長を目指します。 
中長期的にベンチマークである東証株価指数（ＴＯＰＩＸ）を上回る運用成
果を目指します。 

主 要 投 資 対 象 わが国の株式を主要投資対象とします。 

主 な 組 入 制 限 
株式への投資割合には制限を設けません。 
同一銘柄の株式への投資は、信託財産の純資産総額の10％以下とします｡ 
外貨建資産への投資は行いません。 

 
■最近５期の運用実績 
 

決 算 期 
基 準 価 額 東証株価指数（ＴＯＰＩＸ） 株 式 

組 入 比 率 
株 式 
先 物 比 率 

純 資 産 
総 額  期 中 

騰 落 率 (ベンチマーク) 
期 中 
騰 落 率 

 円 ％ ポイント ％ ％ ％ 百万円 
18期（2019年３月11日） 18,754 △9.6 1,581.44 △7.8 98.0 － 4,130 
19期（2020年３月９日） 17,401 △7.2 1,388.97 △12.2 97.2 － 3,272 
20期（2021年３月９日） 25,692 47.6 1,917.68 38.1 97.0 － 3,829 
21期（2022年３月９日） 23,852 △7.2 1,758.89 △8.3 96.4 － 3,326 
22期（2023年３月９日） 28,832 20.9 2,071.09 17.7 95.2 － 2,481 

（注１）株式先物比率は、買建比率－売建比率です。 
（注２）東証株価指数（ＴＯＰＩＸ）の指数値および同指数にかかる標章または商標は、株式会社ＪＰＸ総研または株式会社ＪＰＸ総研の関連会社（以

下「ＪＰＸ」という。）の知的財産であり、指数の算出、指数値の公表、利用など同指数に関するすべての権利・ノウハウおよび同指数に
かかる標章または商標に関するすべての権利はＪＰＸが有しています。ＪＰＸは、同指数の指数値の算出または公表の誤謬、遅延または中
断に対し、責任を負いません。本商品は、ＪＰＸにより提供、保証または販売されるものではなく、本商品の設定、販売および販売促進活
動に起因するいかなる損害に対してもＪＰＸは責任を負いません（以下同じ）。 

（注３）△（白三角）はマイナスを意味しています（以下同じ）。 
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■当期中の基準価額と市況の推移 
 

年 月 日 
基 準 価 額 東証株価指数（ＴＯＰＩＸ） 株 式 

組 入 比 率 
株 式 
先 物 比 率  騰 落 率 (ベンチマーク) 騰 落 率 

（期 首） 円 ％ ポイント ％ ％ ％ 
2022年３月９日 23,852 － 1,758.89 － 96.4 － 

３月末 26,955 13.0 1,946.40 10.7 95.6 － 
４月末 25,825 8.3 1,899.62 8.0 95.0 － 
５月末 25,697 7.7 1,912.67 8.7 96.5 － 
６月末 24,974 4.7 1,870.82 6.4 95.9 － 
７月末 26,252 10.1 1,940.31 10.3 95.4 － 
８月末 26,637 11.7 1,963.16 11.6 95.2 － 
９月末 25,225 5.8 1,835.94 4.4 95.2 － 
10月末 26,659 11.8 1,929.43 9.7 95.4 － 
11月末 27,487 15.2 1,985.57 12.9 95.6 － 
12月末 26,003 9.0 1,891.71 7.6 95.7 － 

2023年１月末 27,434 15.0 1,975.27 12.3 97.4 － 
２月末 27,752 16.4 1,993.28 13.3 95.8 － 

（期 末）       
2023年３月９日 28,832 20.9 2,071.09 17.7 95.2 － 

（注１）騰落率は期首比です｡ 
（注２）株式先物比率は、買建比率－売建比率です。 
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■当期の運用経過（2022年３月10日から2023年３月９日まで） 
 
   

   
 

 
基準価額の推移 
当ファンドの基準価額は28,832円となり、前期末比で20.9％上昇しました。 
 
基準価額の主な変動要因 
円安を背景とした国内企業業績の回復期待などにより、国内株式市場が上昇したことから、基準価額
は上昇しました。 
 
投資環境 
当期の株式市場は東証株価指数（ＴＯＰＩＸ）でみると、17.7％上昇しました。円安・米ドル高の進
行による企業業績の改善への期待などから上昇して始まりました。2022年４月から同年12月にかけて
は、日米欧の金融政策を巡る動向に左右され、一進一退の展開が続きました。2023年１月以降は、日
銀の金融緩和修正に対する市場の不安が後退したほか、中国の経済再開による景気回復期待や円安・米
ドル高の進行などから堅調な推移となりました。 
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ポートフォリオについて 
中長期的に株主価値が高まっていく方向にあると期待される企業群の中からバリュエーション面でも
魅力が高いと判断される企業を選別して投資しました。具体的には、「三菱ＵＦＪフィナンシャル・グ
ループ」、「富士フイルムホールディングス」、「ローム」、「サカタのタネ」などを購入しました。一方で
「三井金属鉱業」、「リゾートトラスト」、「ＫＡＤＯＫＡＷＡ」、「Ｚホールディングス」などについて売
却を実施しました。 
 
［組入上位業種］    

期  首  期  末 
順位 業 種 比率  順位 業 種 比率 
  ％    ％ 
１ 電気機器 14.9  １ 電気機器 16.4 
２ 情報・通信業 14.1  ２ 情報・通信業 9.7 
３ サービス業 10.0  ３ 輸送用機器 9.1 
４ 輸送用機器 9.2  ４ サービス業 7.0 
５ 卸売業 5.8  ５ 化学 6.8 
６ 化学 5.5  ６ 銀行業 6.4 
７ 保険業 4.7  ７ 保険業 6.0 
８ 機械 4.5  ８ 卸売業 5.7 
９ 銀行業 4.1  ９ 医薬品 4.6 
10 医薬品 3.9  10 機械 4.5 

（注）比率は、純資産総額に対する評価額の割合です。 
 
［組入上位銘柄］    

期  首  期  末 
順位 銘 柄 比率  順位 銘 柄 比率 
  ％    ％ 
１ トヨタ自動車 4.6  １ 三井住友フィナンシャルグループ 5.4 
２ 三井住友フィナンシャルグループ 4.1  ２ トヨタ自動車 4.1 
３ ソニーグループ 3.8  ３ ソニーグループ 3.8 
４ 伊藤忠商事 2.8  ４ 伊藤忠商事 2.9 
５ キーエンス 2.4  ５ Ｔ＆Ｄホールディングス 2.8 
６ Ｔ＆Ｄホールディングス 2.3  ６ ＭＳ＆ＡＤインシュアランスグループホールディングス 2.6 
７ 信越化学工業 2.3  ７ キーエンス 2.5 
８ ＭＳ＆ＡＤインシュアランスグループホールディングス 2.3  ８ 日本電信電話 2.4 
９ ＨＯＹＡ 2.1  ９ デンソー 2.1 
10 デンソー 2.1  10 ＨＯＹＡ 2.0 

（注）比率は、純資産総額に対する評価額の割合です。 
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ベンチマークとの差異について 
国内株式に投資を行った結果、ベンチマークを3.2％上回りました。「バリューコマース」、「野村総合
研究所」などがマイナスに影響しましたが、「三井住友フィナンシャルグループ」、「Ｂｒａｎｄｉｎｇ 
Ｅｎｇｉｎｅｅｒ」などがプラスに寄与しました。 
 
今後の運用方針 
今後の国内株式市場は、金融政策の動きには留意が必要と考えますが、インバウンドの回復や観光需
要喚起などを背景とした底堅い国内需要などから緩やかな上昇が続くものと予想します。今期について
も、中長期的に株主価値が高まっていく企業群で、且つバリュエーション面でも魅力が高いと見込まれ
る企業に選別投資していくことで、ＴＯＰＩＸ対比での超過収益獲得に努める所存です。 
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■１万口当たりの費用明細 
 

項目 
当期 

項目の概要 
金額 比率 

（a）売買委託手数料 12円 0.044％ （a）売買委託手数料＝期中の売買委託手数料÷期中の平均受益権口数 
売買委託手数料は、組入有価証券等の売買の際に発生する手数料 （株式） （12） （0.044） 

合計 12 0.044  
期中の平均基準価額は26,357円です。  

（注１）金額欄は項目ごとに円未満は四捨五入してあります。 
（注２）比率欄は「１万口当たりのそれぞれの費用金額」を期中の平均基準価額で除して100を乗じたものです。 
 
■売買及び取引の状況（2022年３月10日から2023年３月９日まで） 
 
株 式 

 買 付 売 付 
株 数 金 額 株 数 金 額 

国
内 

 千株 千円 千株 千円 
上 場 287.1 740,073 845.3 2,180,299 

 (29.4) (－)   
（注１）金額は受渡代金です。 
（注２）（ ）内は株式分割、増資割当および合併等による増減分で、上段の数字には含まれておりません。 
 
■株式売買金額の平均組入株式時価総額に対する割合 
 

項 目 当 期 
(a) 期 中 の 株 式 売 買 金 額 2,920,372千円 
(b) 期 中 の 平 均 組 入 株 式 時 価 総 額 3,470,879千円 
(c) 売 買 高 比 率(a)／(b) 0.84 
（注）(b)は各月末の組入株式時価総額の平均です。 
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■利害関係人との取引状況等（2022年３月10日から2023年３月９日まで） 
 
（1）期中の利害関係人との取引状況 

決 算 期 当 期 

区   分 買付額等 
Ａ 

うち利害関係人 
との取引状況Ｂ 

Ｂ 
Ａ 

 

売付額等 
Ｃ 

うち利害関係人 
との取引状況Ｄ 

Ｄ 
Ｃ 

 

 百万円 百万円 ％ 百万円 百万円 ％ 
株 式 740 86 11.7 2,180 327 15.0 
金 銭 信 託 0.012241 0.012241 100.0 0.012241 0.012241 100.0 
 
（2）利害関係人である金融商品取引業者が主幹事となって発行される有価証券 

種 類 当 期 
買 付 額 

 百万円 
株 式 0.408 

 
（3）売買委託手数料総額に対する利害関係人への支払比率 

項 目 当 期 
売 買 委 託 手 数 料 総 額(Ａ) 1,583千円 
う ち 利 害 関 係 人 へ の 支 払 額(Ｂ) 227千円 

(Ｂ)／(Ａ) 14.4％ 
 
利害関係人とは、投資信託及び投資法人に関する法律第11条第１項に規定される利害関係人であり、当期における当ファンドにかかる利害関係人
とは、みずほ証券、みずほ信託銀行です。 
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■組入資産の明細 
 
国内株式  

銘       柄 期首(前期末) 当 期 末 
株  数 株  数 評 価 額 

 千株 千株 千円 
水産・農林業（0.8％）    
サカタのタネ － 4.4 18,546 

建設業（2.5％）    
大和ハウス工業 17.6 11.3 36,691 
エクシオグループ 14.8 9.5 23,512 

食料品（2.7％）    
寿スピリッツ － 1.9 17,537 
ライフドリンク カンパニー － 5.3 15,820 
キッコーマン 3.6 2.3 15,157 
味の素 5.7 3.3 14,850 

繊維製品（0.8％）    
東レ 53.8 24.7 19,473 

化学（7.1％）    
クレハ 2.5 1 8,690 
信越化学工業 4.8 2.2 45,254 
戸田工業 8.5 2.7 6,779 
日本触媒 － 3.1 18,476 
ＡＤＥＫＡ 11.8 5.6 13,126 
富士フイルムホールディングス － 3.1 20,491 
ファンケル － 6.1 15,372 
Ｉ－ｎｅ － 1.8 7,038 
ユニ・チャーム 9.8 6.5 33,377 

医薬品（4.9％）    
中外製薬 10.5 9.3 31,592 
ＪＣＲファーマ 12.8 10.1 16,220 
そーせいグループ 17.1 7.3 17,979 
第一三共 18.6 11 49,511 

ガラス・土石製品（1.7％）    
日東紡績 8.2 2.3 4,942 
東海カーボン 28.2 18.1 24,543 
フジミインコーポレーテッド 1.1 1.7 11,577 

鉄鋼（1.0％）    
大同特殊鋼 6.5 4.2 23,646 

非鉄金属（1.4％）    
三井金属鉱業 14 － － 
ＵＡＣＪ 12.2 4.4 12,254 
住友電気工業 19.1 12.2 21,191 

機械（4.8％）    
ＳＭＣ 0.9 0.6 43,362 
ハーモニック・ドライブ・システムズ 7.8 5 23,750 
ダイキン工業 3 1.9 45,571 

電気機器（17.3％）    
イビデン 8.5 3.1 15,422 
日本電産 3.8 2.1 14,725 
ルネサスエレクトロニクス 51.4 19 35,653 
ソニーグループ 11.6 7.8 93,795 

銘       柄 期首(前期末) 当 期 末 
株  数 株  数 評 価 額 

 千株 千株 千円 
ＴＤＫ 13.5 6.3 30,712 
メイコー 9.3 6 18,090 
リオン － 7.4 14,245 
アドバンテスト 5.3 3.4 39,066 
キーエンス 1.5 1 61,590 
シスメックス － 1.5 12,921 
ファナック － 0.8 19,580 
ローム － 2.3 24,886 
浜松ホトニクス 5.3 4 27,480 

輸送用機器（9.5％）    
トヨタ紡織 18.1 11.6 25,357 
デンソー 10.4 6.7 51,127 
トヨタ自動車 83.5 53.5 102,693 
スズキ 14.4 9.2 45,696 

精密機器（4.5％）    
島津製作所 6.7 6 24,360 
オリンパス － 2.4 5,869 
ＨＯＹＡ 5.5 3.5 49,945 
朝日インテック 15 10.7 25,551 

その他製品（0.9％）    
ヤマハ 8.3 3.9 20,358 

陸運業（3.6％）    
東武鉄道 11 6.4 20,000 
東急 28 18 31,806 
富士急行 6.3 4 17,480 
センコーグループホールディングス 37 14.9 14,706 

情報・通信業（10.2％）    
ＴＩＳ 12.3 4.4 15,686 
ファインデックス 17 － － 
ＧＭＯペイメントゲートウェイ 3.4 2.2 25,146 
うるる 17.9 7.8 13,096 
マネーフォワード 5.4 2 9,440 
プラスアルファ・コンサルティング 12.9 8.3 25,979 
ビジョナル 4.3 2 18,600 
エクサウィザーズ 3.2 － － 
野村総合研究所 12.8 5.7 17,413 
Ｓａｎｓａｎ 20.4 11.7 19,656 
ＪＭＤＣ 5.8 5.4 23,922 
Ｚホールディングス 84.2 － － 
日本電信電話 19.3 14.8 59,584 
ＫＡＤＯＫＡＷＡ 13.7 － － 
スクウェア・エニックス・ホールディングス 5.4 － － 
コナミグループ － 1.8 11,610 

卸売業（6.0％）    
伊藤忠商事 24.3 16.7 72,745 
三井物産 18.9 8.4 36,044 
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銘       柄 期首(前期末) 当 期 末 
株  数 株  数 評 価 額 

 千株 千株 千円 
バリュエンスホールディングス 7 3.9 7,300 
ミスミグループ本社 11.4 7.3 24,637 

小売業（－％）    
ギフトホールディングス 7.9 － － 

銀行業（6.8％）    
三菱ＵＦＪフィナンシャル・グループ － 26.8 26,628 
三井住友フィナンシャルグループ 37 21.3 133,018 

保険業（6.3％）    
アニコム ホールディングス － 26.4 14,942 
ＭＳ＆ＡＤインシュアランスグループホールディングス 21.3 13.7 63,417 
Ｔ＆Ｄホールディングス 54.4 34.9 70,707 

サービス業（7.3％）    
新日本科学 15 9.4 27,730 
エムスリー 5.1 6.1 20,465 
バリューコマース 11.7 － － 
リゾートトラスト 19.8 － － 
リクルートホールディングス 7.5 4.1 14,985 

銘       柄 期首(前期末) 当 期 末 
株  数 株  数 評 価 額 

 千株 千株 千円 
識学 14.1 － － 
ＢＲＡＮＤＩＮＧ ＥＮＧＩＮＥＥＲ 29.4 4.5 4,203 
ＬＩＴＡＬＩＣＯ 13.4 8.9 23,478 
セルム － 14.6 11,957 
リログループ 18.9 12.1 26,970 
共立メンテナンス 7.9 3.1 17,515 
ダイセキ 11.4 6.2 25,823 

合 計 
 千株 千株 千円 
株 数 ・ 金 額 1,221.7 692.9 2,362,155 
銘 柄 数 ＜ 比 率 ＞ 79銘柄 85銘柄 <95.2％> 

（注１） 銘柄欄の（ ）内は、期末の国内株式評価額に対する各業種
の比率です。 

（注２） 合計欄の＜ ＞内は、期末の純資産総額に対する評価額の比率
です。 

（注３） 評価額の単位未満は切捨ててあります。 
  

 
■投資信託財産の構成 2023年３月９日現在 
 

項 目 当 期 末 
評 価 額 比 率 

 千円 ％ 
株 式 2,362,155 93.8 
コ ー ル ・ ロ ー ン 等 、 そ の 他 155,666 6.2 
投 資 信 託 財 産 総 額 2,517,821 100.0 
（注）評価額の単位未満は切捨ててあります。％は、小数点第２位を四捨五入しています。 
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■資産、負債、元本および基準価額の状況 
(2023年３月９日)現在 

項 目 当 期 末 
(A) 資 産 2,517,821,867円 

コ ー ル ・ ロ ー ン 等 149,531,603 

株 式(評価額) 2,362,155,710 

未 収 入 金 4,843,554 

未 収 配 当 金 1,291,000 

(B) 負 債 35,854,085 

未 払 金 20,154,085 

未 払 解 約 金 15,700,000 

(C) 純 資 産 総 額(Ａ－Ｂ) 2,481,967,782 

元 本 860,841,278 

次 期 繰 越 損 益 金 1,621,126,504 

(D) 受 益 権 総 口 数 860,841,278口 

１万口当たり基準価額(Ｃ／Ｄ) 28,832円 
（注１）期首元本額 1,394,825,940円 

追加設定元本額 152,687,745円 
一部解約元本額 686,672,407円 

（注２）期末における元本の内訳 
ＭＨＡＭ日本株式 －円 
ＭＨＡＭ日本株式<ＤＣ年金> 860,841,278円 
期末元本合計 860,841,278円 

■損益の状況 
当期 自2022年３月10日 至2023年３月９日 

項 目 当   期 
(A) 配 当 等 収 益 67,889,320円 

受 取 配 当 金 67,926,465 
受 取 利 息 1,060 
そ の 他 収 益 金 13,741 
支 払 利 息 △51,946 

(B) 有 価 証 券 売 買 損 益 594,996,241 
売 買 益 734,713,921 
売 買 損 △139,717,680 

(C) 当 期 損 益 金(Ａ＋Ｂ) 662,885,561 
(D) 前 期 繰 越 損 益 金 1,932,073,535 
(E) 解 約 差 損 益 金 △1,221,084,847 
(F) 追 加 信 託 差 損 益 金 247,252,255 
(G) 合 計(Ｃ＋Ｄ＋Ｅ＋Ｆ) 1,621,126,504 

次 期 繰 越 損 益 金(Ｇ) 1,621,126,504 
（注１）(B)有価証券売買損益は期末の評価換えによるものを含みます。 
（注２） (E)解約差損益金とあるのは、中途解約の際、元本から解約価

額を差し引いた差額分をいいます。 
（注３） (F)追加信託差損益金とあるのは、信託の追加設定の際、追加

設定をした価額から元本を差し引いた差額分をいいます。 
 

 


